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現状と課題 1

2018

2008

2015

テクニカルサポートセンター（TSC）設置
全学設備共用を開始 2009

2013
TSCに専任URAを配置
文科省事業を活用し設備共用支援を開始

TSCサテライト設置 開始
キャンパス内での共用化を推進

総合技術部 設置
技術職員の全学組織化

総合技術部 職群制度開始
技術職員を技術別グループに配属

2016
総長研究支援技術賞 創設
優れた研究支援を行った技術職員を表彰

〈研究設備の共用化推進〉 〈技術職員の活躍促進〉

コアファシリティ体制をさらに強化するためには
設備共用推進と技術職員の活躍促進の一体的な取組が必要

全学の研究戦略
を反映した設備
計画の策定

より一体的な
全学的共用体制
の構築推進

設備管理シス
テムの高度化

社会変革に
対応した研修
プログラムの
再構築

研究パートナー
としてのスペ
シャリスト育成

ジェネラリスト/
マネージャーの
育成、複線キャ
リアパスの構築



東北大学コアファシリティ構想および事業進捗 2

総合知を先導する研究基盤構築エコシステムの開発
達成目標 業務計画における戦略 主な事業計画

①
全学ビジョンに沿った戦略
的な研究設備の整備や技術
職員の配置

トップダウンとボトムアッ
プの融合による研究基盤体
制の構築

②
技術職員のスキルアップ環
境の充実、研究パートナー
人材拡充

研究パートナー人材の育成、
拡充のための複線キャリア
パス構築

③ 研究設備がもたらす研究成
果への効果の解析と把握

設備利用と研究成果のデー
タ紐付けと整備計画策定へ
の活用

④ 効率的な計測、教育の実現
による研究環境DXの推進

研究環境DX、共用利用に関
する技術サポート体制の構
築

研究基盤マネジメント構築

技術職員の複線キャリアパス構築

技術・マネジメント研修プログラム開発

設備統合管理システム構築

技術情報サイト・コンテンツ構築

設備のリモート・スマート共用環境整備

仕様策定 構築 運用

設計・開発

機能強化・改修

整備・運用

開発 試行・検証 実施

統括部局設置
前倒し

完了 完了 進行中

完了 完了・追加実施

完了

一体的な研究基盤マネジメント体制の整備、設備・利用データの管理

構築

運用・拡充

進行中前倒し・追加実施

進行中・追加実施

進行中

進行中・追加実施

進行中



スキル開発センター
技術・マネジメント研修プログラム、
複線キャリアパスの構築

総合技術部 (人事担当理事)

総合技術部（6職群）
加工・開発 分析・観測電子回路・測定

生物・生命 情報・NW 安全・保守

テクニカルサポートセンター（TSC）
（総長特別補佐（研究担当））

研究基盤整備戦略企画会議（企画会議）
設備の整備運用に関わる全体的な企画・管理・総合調整

情報部（CDO）

研究設備マネジメント
専門委員会

設備更新・整備計画案
の策定

研究者情報DB、
財務会計シス
テム等

コアファシリティ管理運営部門
設備更新・整備計画策定にかかる
データの収集・分析

共用利用システム管理部門
設備統合管理システムの構築・運用

共用利用マネジメント部門
技術情報サイト・コンテンツ構築、
設備のリモート・スマート環境整備

TSCサテライト（4サテライト）

星陵キャン
パス

片平キャン
パス

青葉山東
キャンパス

青葉山北
キャンパス

研究担当
理事

人事担当
理事

CDO・財
務担当理事 TSC 総合技術部

URA

URA

技術職員

技術職員

ニーズ

エビデンスデータ

事務職員

参加を通した企画/マネ
ジメント/技術指導等の
スキル獲得

分析結果

各部局研究者

技術職員

キャンパス・サテライト共用体制 技術職員

研修の実施、
人事評価制
度への反映

報告・提案指示 四半期毎に実施

①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤
整備体制の構築 3

研究基盤マネジメント構築
 統括部局としてコアファシリティ統括センター（CFC）を設置、執行部（トップ）

と現場（ボトム）の融合による研究基盤整備体制を整備
 四半期毎の会議開催にて業務進捗を管理

執行部

現場

研究者

R3.10完了

東北大学
コネクテッドユニバーシティ戦略

設備共用化
研究環境DX推進



①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤
整備体制の構築 4

 機能・規模別に設備・施設をレベル分け、レベルに応じた共用推進方針
 次世代放射光施設との連携

 URA、技術職員、事務職員の自発的な情報共有と
協業

 共用化推進、学内外アウトリーチの実施、
成果創出への貢献

共用設備数
611件

（R4年度末時点） • 公式ウェブサイト構築
• パンフレット・チラシ作成・配布
• 学内外アウトリーチ活動（13件：R3〜4年度）

実務者会議
事業全体の進捗・課題の

共有・協業

URA・技術職員・事務職員
（各WGリーダーが参加）

スキル開発
センターWG

技術・マネジメント研修
プログラム開発、複線
キャリアパス構築

技術職員・URA

設備統合管理
システムWG

設備統合管理システムの
仕様策定・構築

URA・技術職員

研究基盤利用
ポータルWG

技術情報サイト・コンテ
ンツの開発、CFC活動
プロモーション

技術職員・URA

設備リモート・
スマート共用環境WG
設備のリモート・スマー

ト共用環境整備

技術職員・URA

リーダー

開催実績 R3年度：17回
R4年度：18回
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特許出願数

40,669 52,417

37,358

69,554

0

50,000

100,000
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R3年度 R4年度

利用料収入（千円）
学内 学外

技術提供、
制度整備

連携

 放射線従事者管理システムの高度化
 NanoTerasuネットワーク環境整備
 ヘリウム液化サービス制度の整備
 本学共用設備の利用開放 など

次世代放射光施設 NanoTerasu

R６年度 本格運用開始予定

人
と
モ
ノ
の

配
置

レベル２
汎用共通設備

レベル３
最先端設備

レベル４
特殊実験施設

レベル５
フラッグシップファシリティ

機
能
・
規
模
別
カ
テ
ゴ
リ

レベル１
基盤的コアファシリティ

世界最高水準
の研究機器

高度技術支援人材、
法令対応職員

全学/学外へ
高度なサービス

・メディカル メガバンク
・半導体ファシリティ

・ヘリウム液化システム
・動物、遺伝子実験施設 等

・スキル標準化・研修機会の提供
・人事評価の透明性
・技術職員のデュアルキャリアパス

・利用データ収集・分析
・国内外の研究動向の把握

研究動向や利用状況に基づく戦略的設備整備計画の策定、人材・設備の配置

機器管理
測定支援人材

広範なニーズに応える
サービス

・電子顕微鏡
・核磁気共鳴装置

・X線分析装置
・質量分析装置 等



①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤
整備体制の構築 5

 CFCを中心とした全学視点での設備整備・運用・共用推進の取組

「共用設備自主メンテナンス支援
制度」を創設。
TSCサテライト管理設備から候補
を選定・実施。

自己財源

若手研究者向け共用設備利用支援
制度を創設
→利用料を半額支援

CFCのもとに専門委員会を設置（文
系を含む全学の29研究科・センター
が参画）し、全学視点で計画策定

R３〜４年度計画における
概算要求実績：４件

R３〜４年度累計実績：
支援した若手数 442名
支援額  95,878千円
創出論文数 241報

「学際融合グローバル研究者育成東北
イニシアティブ（TI-FRIS）」と連携
し、参画する東北地域７大学のTI-FRIS
フェローへの利用料減免制度を創設

うち６名は文部科学大臣表彰
（若手科学者賞）

TSCサテライト
支援設備数

R3 R4

片平 5 2

青葉山東 4 1

青葉山北 2 1

星陵 1 1

設備整備計画策定
（設備マスタープラン）

若手研究者支援設備運用安定化
共用環境強化 学内

学外展開

本学が目指す国際的な研究力を誇る大学構想においてCFCを中心としたコアファシリティ体制は
重要な役割を果たしており、本学の経営戦略にCFCが直接関与する仕組みが整いつつある

CFC
（統括部局）

設備整備計画策定（設備マスタープラン）
（文系含む 29研究科・センターが参画）

研究設備マネジメント
専門委員会

TSCサテライト

直結 星陵 片平 青葉山北 青葉山東

• 医学
• 歯学
• 加齢研
• メガバンク
• 病院

• 生命
• 金研
• 流体研
• 通研
• 多元研

• 理学
• 薬学
• 農学
• 災害研
• 東北アジア

• 工学
• 医工学
• NICHe
• マイクロ融合
• 環境

• 学術資源
• サイクロ
• サイバー
• 学際研
• イノベ

• 先端電顕セ
• 極低温セ
• AIMR
• MaSC

データ収集、課題抽出、部局間・サテライト間連携

大学執行部

直結



②研究パートナー人材の育成、拡充のための複線
キャリアパス構築 6

技術・マネジメント研修プログラム開発、キャリアパスの複線化
 技術職員の職階と連動した技術・マネジメント

プログラムの開発 分析・評価・観測 情報・ネットワーク

電子回路・測定・実験 生物・生命科学

加工・開発

安全・保守管理

【技術分野（職群）】

 研修プログラムの学外への展開・連携

国立大学協会東北地区支部

東北地区の大学・高専

研修の企画・実施の連携

研修の提供

R４年度に「メンタルヘ
ルスケアに関する講習」
を企画・実施し、 学外
から44名が受講

R4年度に企画・実施した
マネジメント研修３件を
提供し、３大学・２高専
から延べ77名が受講

CFCスキル開発センター

 従来の自主参加形式に加え、スキル開発センターによる
受講者指名型の研修形式を設定

 数年先を見据えた技術職員全体のスキルアップ戦略とし、
職階に応じたスキルを着実に身につける

 人事評価制度への反映
 役割期待指標の中にマネジメントスキルに関する指標

を追加
 研修受講状況を人事評価項目に記載

ロールモデルとなることが期待される
技術職員１名を昇任（R5.4）

初任者研修

リーダー研修

ステップアップ研修

技術スキル向上 マネジメントスキル向上

マネジャー研修

プレマネジャー
研修

エキスパート研修 企画マネジャー
研修

マイスター研修

職員の適正や
希望に応じて、
技術/マネジメ
ントのスキル
向上の研修比
率を調整

技術職員とし
て必要な高度
専門的知識と
業務リーダー
スキルを獲得
する

基準とする職階

統括技術専門員

技術専門員

技術専門職員

技術一般職員

新任技術一般職員

技術エキスパート
職群代表

企画マネジャー
キャンパス統括

職群代表 ：技術支援の６分野単位でのマネジメントの責任者（人事評価、
研修等）

キャンパス統括 ：キャンパス単位でのマネジメントの責任者（部局のニーズ把握、
職員配置の調整等）



②研究パートナー人材の育成、拡充のための複線
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本学技術職員の受賞実績

表彰
年度 業績

R4 高温測定用NMRプローブの開発と材料解析への貢献（安東）

研究支援賞R4 磁力支持天秤装置による風洞実験高度化と施設共用化への貢献（奥泉）

R5 難溶解性試料の完全溶液化と極微量分析法による研究への貢献（中野、髙橋）

R3 MTJ 微細化の為の電子線リソグラフィ技術の改善（森田）
創意工夫功労者賞

R4 汎用機械を用いた樹脂製反応容器の製作方法の考案（阿部）

 文部科学大臣表彰

表彰
年度 業績

R3 大学等環境安全協議会技術賞（三上）

R4 大学等環境安全協議会技術賞（澤口）

R5 日本産業衛生学会産業衛生技術部会奨励賞（中村）

 学会表彰

表彰式の様子



③設備利用と研究成果のデータ紐付けと整備計画策定
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設備統合管理システム構築
 自己財源投入、大学会計規定改正など全学一体となってシステムを構築
 各種DBとのデータ連携（予算、教職員情報、学位情報、論文情報など）等により業務を

効率化、研究者の研究時間確保

一部自己財源投入

料金単価算出・収入試算

研究成果情報収集
設備運用にかかる収支管理

ユーザー登録
予算情報の自動取得
利用承認管理
予約管理

利用実績登録
利用実績集計
支払予算確定
学内経費振替
学外請求書発行

設備・単価情報管理
利用条件管理

利用実績情報収集

財務会計システム

予算情報の
自動取得
（日次）

設備統合管理
システム
（日英併記）

システム管理者
（CFC）

振替・請求データ
一括アップロード

利用申請
利用予約
実績入力

ユーザー

利用責任者
（予算責任者）

指
名

利用申請の承認、
予約や実績の
確認・修正・確定

設備管理者
（設備管理グループ）

全機能
アクセス権

請求データ
共有

設備管理部局
経理担当係

利用申請の承認、
請求内容の確認、
支払予算確定

デジタル利用簿
モバイル実績登録

学内外経費処理
のCFC一元化

R５.８
本運用開始

仕様策定完了、
R５年度中
構築予定

統合電子認証
システム

ユーザー情報の
自動紐付け

（リアルタイム）

大学情報DB

学位情報・論文
情報の自動取得
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 設備共用手続きにかかる作業時間の大幅な効率化
データ連携 自動処理化

● ●

●

●

● ●

● ●

●

●

●

● ● ●

● ● ●

● ●

● ●

● ●

● ●料金単価算出・収入試算

研究成果情報収集
設備運用にかかる収支管理

ユーザー登録
予算情報の自動取得
利用承認管理
予約管理

利用実績登録
利用実績集計
支払予算確定
学内経費振替
学外請求書発行

設備・単価情報管理
利用条件管理

利用実績情報収集

約540分/件 約45分/件

約90%削減できる
見込み

規定改正
●：実施

システム構築に加え、以下の取組を実施
 各種DBとのデータ連携
 規定改正により経費処理CFC一元化
 自動処理化（RPA導入、アプリ内製）

 全学統一的な利用料金算出基準、
受託対応や技術指導等の付加価値
への課金の仕組み

データ連携や自動処理化の取組は、情報・
ネットワーク系技術職員の技術力強化の
機会としても活用

規定
東北大学物品の貸付料算出基準 設備利用料
研究設備等を活用した新たな料金算出基準 受託分析加工料、技術指導料、施設等使用料

利用料収入は全額設備管理部局へ配分することで、活発な設備運用のための必要経費に充てる
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設備のリモート・スマート共用環境整備

フローサイトメーター
高速イオン・中性子ビーム照射装置

GC-MS

風洞施設

 本学における共用設備のリモート・スマート化状況（本事業費や補正予算、自己財源を
活用。16件：R5年8月時点）

NMR

NMR

XRF

青葉山北
星陵

片平

リモート

リモート

リモート
スマート

スマート

リモート

リモート
スマート

リモート

青葉山東

…など

…など

…など

…など

〈整備状況（一部）〉

 リモート化レベルの設定
レベル リモート化の概要

A 設備等の稼働状況のモニタリング

B 設備操作の画像配信

C 遠隔地からのデータ解析

D 遠隔地からの設備操作

• レベルに応じて必要な機材
をCFC側で設定し設備管理
者へ提案

• R6年度以降の整備計画策定
に活用
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学内・学外

相談 回答・提案

統合

技術情報サイト・コンテンツ構築
 「東北大学研究基盤利用ポータル」を整備

→共用設備・技術サービス情報検索、講習会案内
などのコンテンツを整備

 英語のほか、中国語など計10ヵ国語の自動翻訳機
能を導入

English 简体中文

 「東北大学研究基盤利用相談窓口」を整備
→共用設備利用と技術支援の相談窓口を一元化

 日英対応

共用設備利用
（旧：TSC問合せ窓口）

技術支援
（旧：総合技術部相談窓口）

利用相談から利用まで
一貫サポート

東北大学研究基盤利用ポータル

東北大学研究基盤
利用相談窓口

検索

 共用利用ナレッジの集約・蓄積・提供のサイクルを回し、学内外ユーザー
の利便性向上やナレッジマネジメントの効率化を図る

リモート・スマート共用環境に
関するコンテンツもR５年度中
に整備予定

共用利用に関するナレッジを
集約・蓄積・提供



本事業における主な成果 12

 民間企業からの外部資金獲得状況

民間利用 ：13都府県
公的機関利用：20都道府県

（R3〜4年度利用）

 利用相談対応件数

1,762 1,769

437 629

0

1,000

2,000

3,000

R3年度 R4年度

利用件数

学内 学外

170
235

0

50

100

150

200

250

R3年度 R4年度

論文数

7

12

0

5

10

15

R3年度 R4年度

特許出願数

 設備利用実績  創出成果

40,669 52,417

37,358

69,554

0

50,000

100,000

150,000

R3年度 R4年度

利用料収入（千円）

学内 学外

183
291

0

100

200

300

400

R3年度 R4年度

口頭発表数

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R3年度 R4年度

利用料収入の割合

学内 学外公的機関 学外企業

25.9% 33.5%

22.0% 23.5%

52.1% 43.0%

民間からの利用
割合が増加

117

31620,209

40,884

0
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20,000
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40,000

50,000

0
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200

300

400

R3年度 R4年度

利
用
料
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）
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数

民間利用件数 利用料収入（千円）

74
93

0

20

40

60

80

100

R3年度 R4年度
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評価項目 特筆すべき成果

ⅰ 進捗状況
• 統括部局（CFC）およびトップダウンとボトムアップの融合による研究基盤整備体制の速やかな構

築、実務者会議の設置により異なるステークホルダー間の自発的な情報交換や協業を促進【P3,4】
• 四半期ごとの会議で進捗管理し、執行部から実務担当へ直接指示できる体制を整備【P3】

ⅱ 経営戦略
• 設備・施設の機能・規模別レベル分けとレベルに応じた共用推進策を設定し、本学が保有する多種

多様な設備群の効果的な運用を図る【P4】
• 本学の「コネクテッドユニバーシティ戦略」において共用化・研究環境DXを掲げ【P3】、さらに、

本学が目指す大学構想においてもCFCを中心としたコアファシリティ体制が重要な位置づけ【P5】

ⅲ 実施体制・
仕組み

• CFCのもと全学の研究科・センターが参画する設備整備計画策定体制を整え、概算要求までの仕組
みを整備【P5】

• 財務部との連携により会計規定を改正し設備共用にかかる経理処理をCFCへ一元化、さらにデータ
連携や自動処理化を進め、手続きにかかる作業時間の大幅な削減を見込む【P9】

ⅳ 人材育成
• 技術職員の技術・マネジメントスキル向上のための研修プログラムを開発【P6】
• 研修プログラム構築と連動した人事評価指標の追加、研修受講状況の人事評価項目への記載、ロー

ルモデルとなる技術職員の誕生など、複線キャリアパス構築に向け進捗【P6】

ⅴ 資金計画
• 一部取組について自己財源を投入し、大学として共用推進を加速【P5,8】
• 全学統一的な利用料金算出基準の制定、技術指導等の付加価値への課金の仕組みを整備【P9】
• 民間企業からの利用増による共用全体に占める外部資金獲得割合の増加【P12】

ⅵ その他の政
策との連携

• 本学の若手研究者基礎研究支援パッケージのひとつとして「共用設備利用支援制度」を創設、若手
研究者の研究活動活性化や本学全体の研究力強化を推進【P5】

• 学際融合グローバル研究者育成東北イニシアティブ（TI-FRIS）と連携し、学外のTI-FRISフェロー
への利用料減免制度を整備・運用【P5】

• 設備マスタープラン策定をCFCにて行う仕組みを整備、概算要求による予算措置へ寄与【P5】

ⅶ 外部連携、
国際化

• 次世代放射光施設NanoTerasuの本格稼働に向けた技術支援や制度整備に関する連携【P4】
• 本事業で開発した技術・マネジメント研修プログラムを東北地区の大学・高専へ提供【P6】
• 設備管理システム、研究基盤利用相談窓口、ポータルサイトの二言語・多言語化対応【P9,11】


	�先端研究基盤共用促進事業�（コアファシリティ構築支援プログラム）�中間評価ヒアリング資料
	現状と課題
	東北大学コアファシリティ構想および事業進捗
	①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤整備体制の構築
	①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤整備体制の構築
	①トップダウンとボトムアップの融合による研究基盤整備体制の構築
	②研究パートナー人材の育成、拡充のための複線キャリアパス構築
	②研究パートナー人材の育成、拡充のための複線キャリアパス構築
	③設備利用と研究成果のデータ紐付けと整備計画策定への活用
	③設備利用と研究成果のデータ紐付けと整備計画策定への活用
	④研究環境DX、共用利用に関する技術サポート体制の構築
	④研究環境DX、共用利用に関する技術サポート体制の構築
	本事業における主な成果
	各評価項目に関する特筆すべき成果

